
1.目的
　現在、医療的ケア児は全国に約2万人と推
計され約10年間で2倍に増加している。近年、
医療的ケア児は社会の障害者（児）を受け入
れる価値観の変化、在宅医療の進歩、地域
ケア体制の整備などにより家庭環境のもと
で生活することが可能となった。しかし医
療的ケア児の多職種連携は、病状や成長発
達に伴うケアニーズの変化に応じて、関わ
る専門職のメンバーが多様である。専門領
域や事業所の垣根を越えて、課題を共有し
ながら連携活動を展開するためには、一般
化された評価指標が必要となる。しかし現
在、個人評価尺度は開発されているが、チー
ムの状況を含めた評価尺度は見当たらない。
そこで多様な専門職の連携活動の指標とな
る医療的ケア児「多職種連携活動の評価尺
度」を開発することを目的とする。

2.研究方法
１） 自記式質問紙調査の作成
多職種連携に関する概念の抽出
　 電 子 デ ータベ ースPubMedにて 検 索
式Interprofessional＋Collaboration＋
Community + Networkにて20編の論文を
抽出し、文献レビューから連携活動の促進・
阻害要因の視点で網羅的に整理し、連携活
動の概念を前提・活動・成果の3つの構造
で整理した。
質問項目の抽出
　多職種連携の概念から質問項目を作成し
た。その内容妥当性は多職種連携の専門家
である研究者と検討を重ねて行い、予備調
査として当事者家族、相談支援専門員、訪
問看護師、訪問介護士、学校看護師で実際
に医療的ケア児多職種連携の活動に取り組
んでいる実践者の意見を反映させて質問項
目を精選し、抽出した。質問項目は、前提・
活動・成果に関する質問55項目とし、採点
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　2021年に制定された「医療的ケア児とその家族に
対する支援に関する法律」の目的の一つに「医療的ケ
ア児の健やかな成長を図るとともに、その家族の離職
の防止に資する」ことが明文化されている。医療的ケ
ア児と家族の当たり前の地域生活を支えるためには、
医療・福祉・保育・教育・行政等の多職種連携活動
が機能することが重要である。
　しかし、地域の支援者は、それぞれの職種がどの
ように役割を果たしながら連携すればよいか、相互に
理解することが難しい現状がある。そこで、本研究
は、実際に連携活動を行っている多職種の方々に質
問紙調査を行い、医療的ケア児に関わる多職種連携
活動の促進・阻害要因を抽出し、その結果に基づき
多職種が共有できる評価尺度を開発することを目的と
した。

　本研究により開発される医療的ケア児多職種連携
活動の評価尺度は、職種にかかわらず、それぞれの
立場の専門職の連携活動の指標となり、連携活動が
促進される。その結果、「医療的ケア児とその家族の
健康とQOLの向上」という社会的成果をもたらすこと
が期待できる。
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には7点のリッカート法を用いた。
2） アンケート実施
①調査対象：内閣府の8地区の最少人口と
最多人口自治体及び北海道と沖縄の18都道
府県を選択した。この中で医療的ケア児の
地域支援に取り組んでいることが予測され
る相談支援専門員、訪問看護師、訪問介護
士（ヘルパー）、特別支援学校の養護教諭及
び学校看護師を対象とした。
②調査期間：2024年4月～6月
3） 倫理的配慮
　本研究は、久留米大学の倫理委員会の承
認を得て行った（承認番号23201）。各事業
所の施設長と参加者には本研究の目的と方
法、参加は任意であることについて文章で
説明し、質問紙に回答することで、インフォー
ムドコンセントを行ったとみなされた。また
匿名性は守られた。
4） 分析方法
因子分析：最尤法、プロマックス回転有意
確率0.05に設定。各因子の因子負荷量は0.4
以上とし、因子数の決定は固有値1以上のも
のを選定した。因子の内的整合性の検証は
Cronbachのα係数を0.8以上とした。

3.結果
１） 回収率と有効回答　
送付：3820施設に2部のアンケート送付
回答数：538　回収率：14.1%　
有効回答数（率）343（63.8%）：因子分
析に妥当なサンプルサイズと判断した（1項
目当たり6.2名）。
看護師（186）、相談支援専門員（84）、学校
看護師・養護教諭（46）、訪問介護士（27）
2） 多職種連携を構成する因子構造
前提要因：「交流による課題の共有」「立場
の尊重と役割の理解」
連携活動：「活動の質向上に向けたリーダー
シップの発揮」「専門性を活かしたチームへ
の貢献」「本人・家族のニーズに基づいた連
携」「評価を活かした活動の改善」
成果：「専門職の役割意識の向上」「本人と
家族の健康とQOLの向上」「チームの連携
環境改善」

3） 医療的ケア児多職種連携評価尺度原案の作成
　アンケート結果に基づいた因子構造の下
位項目を質問項目として評価尺度を作成し
た（表1）。全30項目60点（個人評価10項目：
20点・チーム評価15項目：30点・リーダー
評価5項目：10点）

4.考察および今後の展望
　「医療的ケア児とその家族に対する支援に
関する法律」が2021年に制定され、全国的
に多職種連携活動のあり方が模索され始め
た現状において、実態調査に基づき作成し
た本評価尺度は、連携活動の促進を図るた
めの実用性の点で意義あるものと考える。し
かし本尺度は原案であり、一般的に活用可
能とするためには、再現性・妥当性の検証
を繰り返し、多様な対象者や連携場面にお
いても汎用性のある標準化された評価尺度
の開発に取り組む必要がある。
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表1 医療的ケア児多職種連携活動評価指標（原案1部）




